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1．はじめに 
近年，日本の都市部において局地的集中豪雨によ

る都市型水害が大きな問題となっている．都市部に
おいて，宅地開発や道路，下水道の整備が進み，地
表面はコンクリートやアスファルトで覆われ，雨水
は速やかに河川へ流入するようになった．このよう
に，今までは地中に浸透していた雨水が短時間に河
川に流入することで，急激な河川の水位上昇を引き
起こしている．それに加えて，河川からの越水によ
る外水氾濫と，下水道の排水能力の限界を上回る豪
雨による内水氾濫が同時に起こることで多大な被
害を及ぼしている．1) 

ハード対策による防災には限界があり，ソフト対
策による減災へと視点を転換し洪水対策を進める
中で，現在，雨水を分散的に貯留することによって
流出抑制を達成する手法が注目されてきている．分
散的に配置された雨水貯留タンクで雨水を貯める
ことで，河川への流入量を減少し水害を防ぐという
考えである．また，貯留した雨水は庭の散水やトイ
レに使用する水，洗濯などに利用する水に使用でき，
水資源の面からも極めて有効である．さらに，非常
時の飲用水として雨水を利用する研究も進められ
ている．本研究では，福岡市の樋井川流域田島地区
において分散型貯留施設を流域内に多数設置した場
合に，2009年 7月 24日の中国・九州北部豪雨時の
内水氾濫をどの程度低減できるかを解析的に明らか
にし，どのように流域治水を進めていくかを検討す
る． 

 

2．解析対象領域の概要 
 本研究の対象領域は，福岡市中心部を流れる二級
河川樋井川流域において大きな浸水被害が発生した
田島地区とする．（図-1） 

田島地区は都市化率が約 80％に達するほど都市
化（田島地区の人口は 10,618 人，世帯数 4839 戸，
面積 1.03km2の住宅密集地域である．2)）が進行し
た地区であり，これまでにも内水氾濫の被害が多発
している地区である．本対象領域は 2009年 7月 24

日中国・九州北部豪雨時は，時間降雨量が最大 116．
0mm/h という記録的な降雨を記録し，床下・床上浸
水を合わせると 500戸以上の浸水被害が発生するな
ど，甚大な被害を受けた．3)そのため，平成 22年度
から 26 年度を工事予定期間として，同規模の大雨
が降っても河川から越水させないことを目的に河
床掘削工事が行われている．4) 

 
3．流出解析・氾濫解析モデルの概要 
本研究では 2つのモデルを用いて氾濫解析を行う．

雨水管については 1 次元管渠モデル（MIKE 

URBAN），堤内地については 2次元自由表面流モデ
ル（MIKE21）を使用し，それぞれの計算結果を統
合して，次のタイムステップの計算に反映させて解
析を進める．解析に使用する降雨量データは，樋井 

川流域内に設置されている雨量計（神松寺）におけ 

る，2009年 7月 24日の中国・九州北部豪雨時の降 

雨データを使用する．5)（図-2） 

本研究では，2009年 7月 24日の洪水をモデル上
で連動させて再現し，その後，分散型雨水流出抑制
対策（42 ㎥貯留することができる雨水利用住宅 6）

を，高台に建てると仮定した）を行った場合など，
流出抑制対策のケースを数通り用意して解析を行っ
た．また，雨水貯留タンク今年度の実測結果より，
2009 年程度の降雨であれば全て貯留出来ると仮定
し，集水面積を減少させるという形で計算および解
析を行った．  

 
4．前回までの解析結果 

これまでの解析結果 5）（1 次元不等流モデル

（MIKE11）と下水道モデルの解析結果を統合した

結果）より，2009年 7月 24日に発生した浸水被害

は，まず概ね 18 時ぐらいから内水氾濫が発生し，

浸水被害が拡大し，最終的に 19時 40分過ぎの段階

で樋井川からの越水が開始し始めたと考えられる． 

図-1 解析対象領域（田島地区） 

図-2 解析対象期間の10分間降雨および水位 

（樋井川中流域神松寺 田島橋） 



現在，樋井川においてはこの時の豪雨において発
生した河道内流量は全て流下できるように改修工事
が進められているが，内水氾濫に関しては現状では
対策がなされていない．下水道に関しては，福岡市
のレインボープランによって，今後，5 分の 1 降雨
確率から 10 分の 1 降雨確率へと見直されていくこ
とになっているが，1 時間 100 ミリの豪雨を想定し
た場合，1時間に 40ミリ程度の流出抑制が達成出来
れば，この地区における内水氾濫を防ぐことができ
ると考えている． 

5．解析結果 

雨水流出抑制を組み込んだ解析結果を以下の図-3，
図-4に示している．この図から，図-3の雨水流出抑
制を考慮していない場合，下水管から溢れでた内水
氾濫量の累計は約 60000 ㎥であり，広範囲に内水氾
濫による被害が拡大していることが分かる（今回の
解析では外水は考えていない）．次に，流域全体で 4

割の流出抑制を達成した場合の解析結果を図-4に示
している．この図より，4 割の流出抑制を行った場
合には，内水氾濫量の累計は約 35000m3となった．
この結果より，4 割の流出抑制対策を実施すること
で下水管から溢れでた流量を約 25000 ㎥にまで抑
制できたことがわかる．ただし，内水氾濫が発生す
る時間には，抑制前と抑制後では変化はなかった． 

6．まとめ 

 分散型の貯留施設（個人住宅での流出抑制）をこ
の地区の流域面積の 4 割程度に設置すれば，内水氾
濫による被害地域を狭めることが可能となり，浸水
深も浅くなることが分かってきた．このように，流
域住民で協力して治水を行っていく「流域治水」に
よる分散型の貯留を流域内で行なっていくことで，
内水氾濫を十分に抑制可能であることが明らかとな
った．しかし，この流域治水を実現していくために
は，流域住民の防災への高い意識や協力が不可欠で
あると考えられる．また，雨水タンクなどを個人住
宅に設置し，分散型貯留を広めていくためには，行
政による公的助成金制度の充実などが大切ではない
かと考えられる． 

 今後の課題として，高台に住む方々に，いかに雨

水貯留タンクなどを設置してもらうかなど，防災意
識の改善などが重要となってくると考えられる． 

 
7．今後の課題 
 現在の段階では，MIKE URBAN と MIKE21の
2 つのモデルを使用して内水氾濫解析のみを実施し
ているため，外水を考慮せず，内水だけを考慮した
解析しか行えていない．今後は，2009年 7月 24日
の中国・九州北部豪雨の降雨データを使用し，前回
と同様に MIKE11 を用いて， 分散型雨水貯留浸透
施設を，約 4割の住宅に普及させると仮定した場合
の内水と外水の両方を考慮した氾濫解析を行う必要
がある．その結果を基に，流域治水による分散型貯
留浸透施設の普及を進めていくことを最終目的とし
ている． 
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図-3 流出抑制前 

 

図-4 流出抑制後（4割削減） 
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